税理士のためのフィランソロフィー

「税理士と成年後見制度」

　　　　　　　　　　　　　　田添　正寿

1. フィランソロフィーとは

バブル景気が華やかな頃、「フィランソロ

フィー」、「メセナ」といった言葉がよく使われ、多くの企業が熱心な活動を広げた。フィランソロフィーとは、「社会貢献活動」、メセナとは、「文化擁護」という意味である。欧米では、企業の公共性が協調され、企業活動に直接関係のない分野に寄付することが一般的な企業行動とされている。　

　2001年度版のメセナ白書をみると、企業がメセナ活動を行う理由として第一に挙げているのが「社会貢献の一環として」である。また、企業の総合的な評価におけるメセナ活動の重要性に関する調査を行ったところ、商品や株を購入したり、就職先を考えたりするなどのさまざまな場面での総合評価として、その企業が社会貢献活動の一環としてメセナ活動を実施していることを重視するかとの設問に約半数が重視すると答えている。これは、いかにフィランソロフィー活動やメセナ活動が社会的に認知され、重要度を増してきているかがわかる。ちなみに、企業メセナ協議会が行った2002年度メセナ大賞では、朝日放送株式会社が行ったザ・シンフォニーホール（大阪市にあるクラッシクコンサートホール）の運営と事業活動が受賞しており、企業文化賞として鹿島建設株式会社が行った「KAJIMA彫刻コンクール」が受賞している。その他、企業のフィランソロフィー活動を見てみると、例えばコスモ石油では、アフガニスタン難民の支援チャリティーコンサートの開催・子供のためのコンサートの主催・小学生向け環境副読本「地球環境ブックの制作・発行」・環境教育プログラム「コスモ地球子供塾」の開催などを行っている。　

　さて、税理士会をみてみるとどうであろうか？日本税理士連合会の事業計画の中にも最近社会貢献活動が重点項目としてとりあげられるようになってきている。今までの活動内容をみてみると、税を知る週間における無料相談会の開催や講演活動、各種イベントが各税理士会で行われているのは周知のことと思われる。その他に、大学での税理士の使命に関する講演や、小学校での租税教育の実施、また日税連の愛のボランティア会による寄付活動などが行われている。これらの活動は税理士会として評価できるのではないだろうか。ただ、もちろん規模的にもっと大きくしていく必要があることや税理士もフィランソロフィー活動やメセナ活動に参加していることを社会的にもっと認知していくことにより、税理士としての活躍の場も広がっていくのではないだろうか。

2. 成年後見制度における税理士の役割

さて、こういった社会貢献活動の一つとし

て成年後見制度が大きく取り上げられている。もちろん、私自身も税理士が後見人として社会貢献を行っていくことは非常に大切なことだと思う。しかしながら、後見人をビジネスとして捉えることについては疑問符がつく。この点に関しては、次回以降の稿に譲ることにしたい。

　成年後見制度は、高齢者の方や障害者の方の権利擁護等をするための一つの手段である。したがって、この制度を利用すべきかどうか、あるいは他の手段の利用により、ある方の人権擁護等してくことを考えなければならない。100年ぶりの民法大改正といわれた成年後見制度の成立の背景には、社会福祉構造改革がある。これは、従来、福祉は自治体が税金によって提供してきたものであったが、この改革により、個人が自己責任によって選択するものとしたことである。すなわち措置から契約へといった転換である。例えば、高齢者の方が社会福祉の施設に入所する場合、その方の希望は受け入れられることはなかった。自治体が福祉施設を指定するといった方法がとられてきた。これが、自ら社会福祉施設を自分の目で確かめて選択することができるようになったのである。また、介護保険の導入により、介護を受ける際のサービスも行政が行うものだけでなく民間がビジネスとして行うことができるようになり、市場原理が導入されたことになる。そこで、サービスを提供する事業者、あるいは社会福祉法人等を運営する自治体と、サービスを受ける側との契約の必要性が生じたのである。従来は契約といっても、なあなあで済ませた部分があり、本人に意思能力がなくても、法的な後見人となっていない親族がサインをしていたといったのが実体であった。そして、意思能力のない本人の財産もなんとなく社会福祉施設側で管理しているというのが一般的であった。当然に、管理上の問題や人権問題についてトラブルが発生していたのは想像に難くない。

　したがって、成年後見制度は介護保険の導入と並んで車の両輪といわれるくらい重要なものである。ただ、残念ながらまだまだ社会的な認知度が低い点も事実である。

　成年後見制度における税理士の社会貢献活動は、①後見人としての役割、②成年後見制度の社会的認知度の拡大、③任意後見制度の活用の推進役、④高齢者、障害者の方の人権擁護・財産保全等である。

　①の後見人の役割とは、法定後見、任意後見を問わず意思能力が不十分な方への財産管理等の支援である。これについては、日税連をはじめ、各税理士会が研修等を通じて成年後見人の候補者を養成し、家庭裁判所への候補者名簿を作成しているところである。日常業務の中で財産管理にも携わっていることから十分に税理士としての能力を発揮できることになる。②の社会的認知度の拡大は、税理士として成年後見制度の利用を促すとともに、利用することによる財産の保全や相続トラブルの解決手段になりうるメリットを強調して、もっと多くの人に知ってもらうべくPR活動を行っていくということである。③は、遺言制度と同じく、任意後見制度の重要性を訴えていく必要があると同時に、将来の意思能力の喪失に備えた財産管理や老後の生活資金捻出のための資産の有効活用を事前に計画しておくことの案内役としての役割である。④は、昨今社会問題化している高齢者の方の悪徳商法からの防衛や人権侵害からの擁護を行っていくことの役割である。

　その他社会後見の立場から成年後見制度を考えた場合、さまざまな役割があるといえる。税理士会としてあるいは個人の税理士としていかなるフィランソロフィー活動やメセナ活動を行っていくか、今後の税理士の社会的役割が試されるときにきているといえるのではないだろうか。　
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